
令和６年度 組織・機構の見直しについて 

 

 

令和６年度の組織・機構の見直しについては、総合計画の着実な推進とともに、各部局

における行政課題への対応を図ることを目的として、政策推進部においては、大学設置に

向けた検討を推進する「大学構想推進室」の設置、総務部においては、ＩＣＴ戦略課の「デ

ジタル戦略課」への改称及び窓口業務のＤＸ化等を推進する「行政ＤＸ推進室」の設置を

それぞれ行います。 

また、市民生活部においては、市民・消費生活相談室の市民協働安全課への移管、健康

福祉部においては、新型コロナワクチン対策室の廃止及び健康づくり課内の係の改称とい

った、各部局内の所掌事務の変更に伴う組織の見直しをあわせて行います。 

その他の部局においても、都市整備部における建築指導課内の係の改称、営繕工務課内

の係の分割・改称など、次のとおり組織体制の見直しを行います。 

 

 

１．組織見直しの内容 

（１）政策推進部 

・政策推進課の課内室として「大学構想推進室」を設置します。 

ＪＲ四日市駅前に設置を検討している大学について、設置に向けた具体的な検討を推

進するため、政策推進課の課内室として「大学構想推進室」を設置します。 

 

（２）総務部 

・ＩＣＴ戦略課を「デジタル戦略課」と改称し、課内室として「行政ＤＸ推進室」を設置します。 

ＩＣＴ戦略課においては、行政事務の効率化や新たな市民サービスの提供に向けて、

ＩＣＴ（情報通信技術）を基本に、ＡＩ（人工知能）等のデジタル技術やデータを活用

した取組を進めていることから、その実状に即したわかりやすい組織名とするとともに、

デジタル施策のさらなる充実を図るため、同課を「デジタル戦略課」と改称します。 

その上で、全庁的な窓口業務のＤＸ化やＡＩをはじめとした新たなデジタル技術の活

用による業務の効率化を特に優先すべき課題と位置づけ、これらを強力に推進するため

に、同課の課内室として「行政ＤＸ推進室」を設置します。 

 



（３）市民生活部 

・市民生活課の課内室である市民・消費生活相談室を市民協働安全課に移管します。 

市民生活課市民・消費生活相談室が実施する相談等の各種事業においては、特殊詐欺

に係る相談が年々増加し、これまでにも増して警察と連携した啓発・対応が必要である

ことから、市民の安全・安心を高めるため、市民生活部内で所管を整理し、同部におけ

る安全施策を担う市民協働安全課に移管します。 

 

（４）健康福祉部 

・新型コロナワクチン対策室を廃止します。 

・健康づくり課において、成人健診係を「健診・予防接種係」と改称します。 

新型コロナワクチン対策室について、新型コロナウイルス感染症が５類感染症とな

り、新型コロナワクチン接種においても国における特例臨時接種から定期接種に移行

することから、現在他の予防接種事業を担っている健康づくり課成人健診係に業務を

移管し、組織を廃止します。 

これにあわせ、予防接種の担当窓口をわかりやすく示すことで、市民が混乱なく接

種・相談ができるよう、同係を「健診・予防接種係」と改称します。 

 

（５）こども未来部 

・「富洲原こども園」、「八郷こども園」及び「下野こども園」を設置し、富洲原保育園、八郷西  

保育園、下野中央保育園、富田幼稚園、川島幼稚園、八郷中央幼稚園及び三重西幼稚園を

廃止します。 

富洲原保育園、八郷西保育園及び下野中央保育園を幼保連携型認定こども園に移行

することから、「富洲原こども園」、「八郷こども園」及び「下野こども園」を設置しま

す。あわせて、富洲原保育園、八郷西保育園及び下野中央保育園並びに令和５年度末

に閉園した富田幼稚園、川島幼稚園、八郷中央幼稚園及び三重西幼稚園を廃止します。 

 

（６）シティプロモーション部 

・スポーツ課の課内室であるハーフマラソン準備室を廃止します。 

四日市ハーフマラソンが開催中止となったため、ハーフマラソン準備室を廃止しま

す。 

 



（７）都市整備部 

・建築指導課において、建築安全係を「建築安全・空き家対策係」と改称します。 

空き家対策に係る相談窓口をわかりやすく示すため、建築安全係を「建築安全・空き

家対策係」と改称します。これにあわせ、空き家管理に係る指導・啓発の強化に加え、

所有者不明なものなど指導する相手が存在しない空き家への対策の推進を図ります。 

 

・営繕工務課において、設備係を「設備第１係」と「設備第２係」に分割します。あわせて、営繕 

第１係、営繕第２係及び営繕第３係をそれぞれ「建築第１係」、「建築第２係」及び「建築第３係」

と改称します。 

営繕工務課におけるアセットマネジメント事業や施設の老朽化に伴う改修工事、ゼロ

カーボンシティに向けた環境配慮型設備の整備等の業務量増への対応として、係を増設

し業務の迅速化・効率化を図るため、設備技師で構成される設備係を「設備第１係」と

「設備第２係」に分割します。 

あわせて、建築技師で構成される営繕第１係、営繕第２係及び営繕第３係について、

担当職務を明確にするために、それぞれ「建築第１係」、「建築第２係」及び「建築第３

係」と改称します。 
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別紙のとおり 

   令和６年度 

１６部 
１１８課 ５０中間組織 １２グループ １７５係 

６行政委員会等事務局 

   参考 令和５年度 

１６部 
１１９課 ４９中間組織 １２グループ １７４係 

６行政委員会等事務局 

 

◆問い合わせ先 総務部総務課（３５４－８１１６） 


